
保健医療部（局）　における随意契約の実績　　（令和2年度4／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根拠）

契約の相手方の選定理由 その他

1
保健医療
総務課

沖縄県人口動
態統計システ
ム設計業務委
託

令和3年2
月24日

462,000 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番1号

第167条の２
第１項第２号

　厚生労働省の調査票情報データレイアウト等
は毎年いくつかの変更があることから、取込・集
計にあたってシステムの改修が必要となる。人
口動態統計システムの設計開発元である株式
会社オーシーシーであれば改修が可能である
が、他社では改修が行えず新規開発として新た
な開発設計委託料が必要となることから、株式
会社オーシーシーと契約を締結した。

特命随意
契約

2
医療政策
課

新型コロナウイ
ルス感染症の
軽症者用宿泊
療養施設にお
ける看護師派
遣委託

令和3年1
月18日

13,564,650
株式会社　ナースパワー
人材センター

沖縄県那覇市おもろまち
１丁目３番31号

第167条の２
第１項第５号

新型コロナウイルス感染症患者の増加により医
療体制が逼迫しており、看護師派遣契約を早
急に行い、看護師を確保する必要があるなか、
速やかな派遣契約が可能であること、他県との
契約実績を有していること、看護師の人材確保
を継続的、安定的に見込めることから選定し
た。

特命随意
契約

3
地域保健
課

令和２年度自
殺予防広報等
業務委託

令和3年1
月4日

2,000,000
有限会社アイディー・ブラ
ンド

沖縄県那覇市銘苅1-2-
22　3F

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったところ
５社から応募があった。それぞれの企画提案内
容等を選定委員会において審査したところ、左
の社の提案は、自殺対策への理解促進、相談
窓口の周知等について、特に評価が高く、総合
得点でも最も高得点であったため、契約の相手
方として選定した。

特命随意
契約

4
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業に係る
PCR検査委託
（本島中北部地
域）

令和3年1
月4日

35,015,640
学校法人沖縄科学技術
大学院大学学園

沖縄県国頭郡恩納村字
谷茶1919番地１

第167条の２
第１項第２号

　検査機関のうち、本島中北部地域に近接し、
陽性者が出た場合にも柔軟な対応が可能な検
査機関は左の者だけであったため、契約の相
手方として選定した。

特命随意
契約

5
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業に係る
PCR検査委託
（本島北部及び
離島地域）

令和3年1
月4日

61,528,500 楽天株式会社
東京都世田谷区玉川1-
14-1

第167条の２
第１項第２号

　検査機関のうち、検体回収や搬入の空輸が
可能であり、多量の検査に対応可能な機関は、
左の社のみであったため、契約の相手方として
選定した。

特命随意
契約
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6
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業に係る
PCR検査委託
（那覇市）

令和3年1
月4日

89,722,380
株式会社沖縄臨床検査
センター

沖縄県那覇市辻１丁目6
番25号

第167条の２
第１項第２号

　検査機関のうち、那覇市に所在し、細かい検
体輸送に対応可能な検査機関は、左の社のみ
であったため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

7
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業に係る
PCR検査委託
（本島中南部地
域）

令和3年1
月4日

177,094,280 株式会社AVSS
長崎県長崎市若葉町１番
22号

第167条の２
第１項第２号

　検査機関のうち、行政検査の受託実績が豊
富であり、中南部地域の多量の検査に対応可
能な検査機関は、左の社のみであったため、契
約の相手方として選定した。

特命随意
契約

8
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業に係る
PCR検査委託
（宜野湾市・沖
縄市）

令和3年1
月4日

75,329,980
株式会社　沖縄環境保全
研究所

沖縄県うるま市字州崎7-
11

第167条の２
第１項第２号

　検査機関のうち、本島中部地域に位置し、細
かい検体搬送に対応可能な検査機関は、左の
社のみであったため、契約の相手方として選定
した。

特命随意
契約

9
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業に係る
PCR検査委託
（浦添市）

令和3年1
月4日

28,792,500
一般財団法人沖縄県環
境科学センター

沖縄県浦添市字経塚720
番地

第167条の２
第１項第２号

　検査機関のうち、浦添市に位置し、細かい検
体搬送に対応可能な検査機関は、左の社のみ
であったため、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

10
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業に係る検
体輸送業務委
託

令和3年1
月12日

1,132,725
赤帽沖縄県軽自動車運
送協同組合

沖縄県浦添市西洲2-6-6
第167条の２
第１項第５号

　県内全域において、新型コロナウイルスの検
体搬送が土日も含めてが可能であり、急なスケ
ジュールの変更やルート変更に柔軟に対応で
きる貨物運送業者は、左の社のみであったた
め、契約の相手方として選定した。

特命随意
契約

11
地域保健
課

新型コロナウイ
ルス感染症
PCR検査強化
事業における
派遣業務委託

令和3年2
月1日

1,677,720
株式会社りゅうせきフロン
トライン

沖縄県浦添市勢理客4丁
目20番１号

第167条の２
第１項第５号

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
い、人員体制を確保して事業を執行する必要が
生じたため、2者から見積もりを取得し、有利な
条件を提示した左の社を契約の相手方として
選定した。

特命随意
契約
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12
地域保健
課

抗インフルエン
ザウイルス薬
の搬出及び廃
棄処分業務契
約

令和3年3
月5日

896,500
沖縄県医療廃棄物事業
協同組合

沖縄県沖縄市字登川
3410番地の１

令第167条の
２第１項第1

号

　保管している使用期限切れの抗インフルエン
ザウイルス薬（産業廃棄物扱い）について、保
管先からの搬出及び廃棄処分（焼却）を合わせ
て行うことができる業者が県内で２者しかなく、
うち１者は焼却炉を補修中とのことから、沖縄
県医療廃棄物事業協同組合に委託する。

特命随意
契約

13
地域保健
課

沖縄県新型コ
ロナウイルスワ
クチン専門相談
コールセンター
運営業務委託
契約

令和3年3
月10日

1,250,414
日本トータルテレマーケ
ティング株式会社

東京都渋谷区渋谷3-12-
18渋谷南東急ビル

令第167条の
２第１項第２

号

　日本トータルテレマーケティング株式会社は、
沖縄県新型コロナウイルス感染症発熱相談
コールセンターを運営している。ワクチンによる
副反応は発熱や　　　倦怠感等感染時の症状と
類似しており、どちらの相談も同時に県民から
寄せられることが予想されるため、同時に対応
が可能な同社は県民の利便性が高い。
　新型コロナウイルス感染症発熱相談コールセ
ンター業務は、県内では他に１者（看護協会）で
受託実績があるが、本業務については対応不
可の返答を得ているため、日本トータルテレ
マーケティング株式会社へ委託する。

特命随意
契約

14
衛生薬務
課

沖縄県食品衛
生等業務シス
テム改修委託
業務

令和3年3
月2日

4,237,200
富士通Japan株式会社沖
縄支店

沖縄県那覇市久茂地1-
12-12

第167条の２
第１項第２号

本事業で改修を委託する食品衛生等業務シス
テムは、平成27年度に入札の上、13,867千円
かけて構築したシステムパッケージである。今
回の改修はシステムを稼働させながら改修する
必要があり、同一の者にシステム改修を履行さ
せなければ、既存システムの運用へ支障が生
じるとともに、障害発生時の責任の所在が不明
確となるため、同一の社を契約の相手方とし
た。

特命随意
契約


